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１．国の教育委員会制度の見直し（概要）

・首長が、新「教育長」を直接任命・罷免する。

・首長は、教育行政の「大綱」を策定する。

・首長は、「総合教育会議」を設置し、大綱や教育条件の整備等の重点的に講ずべき施策や児童生徒

の生命又は身体の保護など緊急事態への対処について協議・調整を行う。

○首長は、地域の実情に応じ、教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱を総合教育会議において協議し、策定する。○総合教育会議で協議・調整する対象・教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術、文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策・児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ずるおそれがあると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置

１

主宰：知事主宰：知事主宰：知事主宰：知事 ＋＋＋＋ 教育委員会（６名）教育委員会（６名）教育委員会（６名）教育委員会（６名）（地教行法（地教行法（地教行法（地教行法1111条の条の条の条の4444 第１項第１号）（地教行法第１項第１号）（地教行法第１項第１号）（地教行法第１項第１号）（地教行法1111条の条の条の条の4444 第１項第２号）第１項第２号）第１項第２号）第１項第２号）○法定構成メンバー○法定構成メンバー○法定構成メンバー○法定構成メンバー

○関係者又は学識経験者（案）○関係者又は学識経験者（案）○関係者又は学識経験者（案）○関係者又は学識経験者（案）

教育政策顧問教育政策顧問教育政策顧問教育政策顧問

松本紘前京都大学総長松本紘前京都大学総長松本紘前京都大学総長松本紘前京都大学総長

＋＋＋＋

市町村長市町村長市町村長市町村長

市町村教育長市町村教育長市町村教育長市町村教育長

２．県の総合教育会議の体制（案）

学校関係者学校関係者学校関係者学校関係者

経経経経 済済済済 界界界界

学識経験者学識経験者学識経験者学識経験者※テーマに応じて「学校関係者や学識経験者」等に幅広く参画を求め、議論を深める。＋＋＋＋ ＋＋＋＋ ＋＋＋＋

（参考） 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律第一条の四２総合教育会議は、次に掲げる者をもつて構成する。一地方公共団体の長二教育委員会５総合教育会議は、第一項の協議を行うに当たつて必要があると認めるときは、関係者又は学識経験を有する者から、当該協議すべき事項に関して意見を聴くことができる。



３．総合教育会議と教育委員会との基本的な役割分担（案）

① 現在の教育委員会で協議している項目の内訳と総合教育会議での対応（案）

２

項　　目 H23 H24 H25 総合教育会議での対応（案）委員会規則及び規程の制定改廃 6 5 1 　　　総合教育会議は執行機関ではないため意思決定できない。教科書その他の教材の取扱の一般方針の決定 3 2 2 △　　個別の教科書を指定することはできない。（教科書採択は教育委員会の専権事項）人事の基本方針の決定 1 1 1 △　　個別の人事案件を決めることはできない。（人事権は教育委員会の専権事項）任免・分限・懲戒処分 2 2 2 　　　教育委員会事務局及び公立学校教職員の人事権は教育委員会の専権事項社会教育委員その他法令等に基づく委員の委嘱・解嘱 10 6 8 　　　人事権は教育委員会の専権事項教育に関する事務の管理及び執行の状況に関する点検並びに評価 2 1 1 　　　教委の取り組みについての事後的な評価であり、重点的に講ずべき施策ではない。教育に関する予算及び議会の議決を経るべき議案についての意見申出 4 4 3 ○　　教育予算を決定するための意見交換は可能高等学校の通学区域設定又は変更並びに入学者選抜方針の決定 1 0 1 　　　学校の設置・管理は教育委員会の権限事項奈良県指定文化財に係る指定、選定、認定、解除及び損失補填 2 2 2重要な行事の決定及び教育委員会表彰 4 9 3 △　　個別事案毎に判断（ex.地域教育力サミット）報告事項 定例県議会の概要、監査結果の報告、入学者募集要項等 21 27 22 ○　　可能その他 各種調査結果報告、各種行事等の実施概要、報告書　等 85 96 81 ○　　可能
計 141 155 127

議決事項
※教育委員会は平均月２回開催

県の総合教育会議の進め方（案）

※総合教育会議は執行機関ではないため、意思決定はできない。

※個別の教科書採択や個別の人事案は調整できない。

県の教育の方向性を決める主要なテーマを議論県の教育の方向性を決める主要なテーマを議論県の教育の方向性を決める主要なテーマを議論県の教育の方向性を決める主要なテーマを議論 （年４回程度開催予定）（年４回程度開催予定）（年４回程度開催予定）（年４回程度開催予定）

・ ４月・・・新年度の教育方針等

※（仮称）奈良県教育サミットの開催（県、県教委、市町村長、市町村教育長）

・ ７月・・・高校募集人員の計画 等

・ ９月・・・全国学力学習状況調査の結果、次年度の事業計画及び目標並びに人事異動の基本方針 等

・ １月・・・体力・運動能力、運動習慣等調査の結果、問題行動等調査の結果 等※最初に「大綱」を策定する場合は、継続的な議論が必要なため、総合教育会議の開催頻度は上がる。また、知事あるいは教育委員会が協議したい事項ができた時、児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生じるおそれがあると見込まれる場合等は、緊急に総合教育会議を招集します。

(仮称）「奈良県教育サミット」の開催・ 今年度、県・市町村長サミットでは、教育問題を２回テーマにする予定。全国学力テストの結果や教育委員会制度の改正を受けた総合教育会議の開催等、市町村においても従来以上に教育が重要なテーマになる見込み。・ 県内の市町村長及び教育長が参加する（仮称）奈良県教育サミットを開催し、教育にかかる県と市町村の意見交換、勉強の場としたい。
)



検討項目（案） 備 考

Ａ

(基礎)

学力・学習意欲の向上、規範意識の醸成、

体力の向上

※データ分析による関係指標との関連性の検証により、基本的な取り組みの方向性を定める
Ｂ

(先行重要)

地域の教育力、生涯教育、就労教育、障害者教育、

スポーツの振興、県立大学等

※これまで地域教育力サミットで検討してきた項目
Ｃ

(追加)

就学前教育、教育条件、実学教育 等

※知事と教育委員会が連携して検討を行うことが好ましい項目

４．総合教育会議で検討する具体的事項（案）

３

①県における教育の目的や施策の根本的な方針を大綱としてまとめる。

・・・・ 奈良県の現在の教育課題や現行の地域教育力サミットで議論を行っている項目奈良県の現在の教育課題や現行の地域教育力サミットで議論を行っている項目奈良県の現在の教育課題や現行の地域教育力サミットで議論を行っている項目奈良県の現在の教育課題や現行の地域教育力サミットで議論を行っている項目

・・・・ 統計データ等による教育理論の検証を行い、教育の振興に関する施策の大綱を議論する。統計データ等による教育理論の検証を行い、教育の振興に関する施策の大綱を議論する。統計データ等による教育理論の検証を行い、教育の振興に関する施策の大綱を議論する。統計データ等による教育理論の検証を行い、教育の振興に関する施策の大綱を議論する。

②大綱の策定のほか、「教育条件の整備等重点的に講ずべき施策」、「緊急の場

合に講ずべき措置」等について、協議調整を行う。

・・・・ 学校の施設整備（グランドの芝生化、エアコンの設置等）や学校の統廃合、教員定数の配置等の教育学校の施設整備（グランドの芝生化、エアコンの設置等）や学校の統廃合、教員定数の配置等の教育学校の施設整備（グランドの芝生化、エアコンの設置等）や学校の統廃合、教員定数の配置等の教育学校の施設整備（グランドの芝生化、エアコンの設置等）や学校の統廃合、教員定数の配置等の教育

条件を検討する。条件を検討する。条件を検討する。条件を検討する。

・・・・ 幼児保育、青少年健全育成、私立学校等を所管する知事と教育委員会が連携して行うことが好ましい幼児保育、青少年健全育成、私立学校等を所管する知事と教育委員会が連携して行うことが好ましい幼児保育、青少年健全育成、私立学校等を所管する知事と教育委員会が連携して行うことが好ましい幼児保育、青少年健全育成、私立学校等を所管する知事と教育委員会が連携して行うことが好ましい

項目の検討項目の検討項目の検討項目の検討



５．就学前教育の必要性

・米国等における教育経済学の研究から、就学前の時期に適切な教育を受けた子どもの教育パフォーマンスは高い。

・脳科学の研究から、言語や情緒は０歳～２歳、数や社会性は２歳からの敏感度が高い。

・脳の発達時期に応じた教育（就学前教育）が、教育投資の効果が高い。

４

H26/9/25

○教育再生実行会議の第５次提言・幼児教育（幼稚園教育と保育所保育）の段階的無償化・５歳児の義務教育化○文科省：来年度就学前の５歳児の教育を無償化する概算要求
③③③③ ５歳児教育の無償化５歳児教育の無償化５歳児教育の無償化５歳児教育の無償化((((教育再生実行会議教育再生実行会議教育再生実行会議教育再生実行会議))))

○脳の発達の敏感期・言語は乳児期から、数や社会性は幼児初期から、影響を受けつつ、引き続き、その後の影響を受ける。②②②② 能力の育成時期能力の育成時期能力の育成時期能力の育成時期((((脳科学からの知見脳科学からの知見脳科学からの知見脳科学からの知見))))○James Heckman教授(シカゴ大学)アメリカの３歳～４歳児を対象にしたペリー就学前計画の実験及び40年に及ぶ追跡調査結果から、・就学後の教育の効率性を決めるのは、就学前の教育・恵まれない家庭に育ってきた子どもたちの経済状態や生活の質を高めるためには、幼少期の教育が重要 との論文を発表
※３、４歳の時期に適切な教育を受けずに敏感期を過ぎた子どもは、教育投資の効果が小さくなり、以後の学習意欲を高めることは難しくなる。（大阪大学社会経済研究所 教授 大竹文雄）

①①①① ５歳までの教育５歳までの教育５歳までの教育５歳までの教育

敏感度 数仲間とのソーシャルスキル言語情緒的コントロール

○乳・幼児期の教育は、その後の生活や学習の基礎を確固たるものとし、生涯にわたる学びと資質・能力の向上に大きく寄与するものであり、言葉の習得や心身の発達の早期化、小学校教育との接続等を踏まえ、 乳・幼児教育の機会均等を図る必要がある。ＰｏｉｎｔＰｏｉｎｔＰｏｉｎｔＰｏｉｎｔ



・５歳までの就学前教育が果たす役割が大きく、家庭の経済格差が、子どもの学力格差に繋がり、さらには子どもが大人になってからの経済状態に重要な影響を及ぼすことが長年の調査により明らかにされてきた。中・このため、就学前教育について、京都大学高見教授とも連携して、海外の知見の研究、脳科学の研究、近代化以前の教育（寺子屋、藩校等）を研究することにより、本県に相応しい就学前教育について研究する。・そのため、本県における就学前教育の現状把握及び今後の取り組み等について研究を行いたい。
Ｐｏｉｎｔ

５

○就学前教育懇話会の開催就学前教育に直接携わる幼稚園、保育所関係者、県立医大教員等を招いた懇話会を開催し、就学前教育に係る課題や目標等を県と共有する。予定者：知事、教育長、大学教員等学識経験者県内幼稚園・保育所関係者オブザーバーとして※発達障害研究者、運動生理学研究者、脳科学研究者等の参加を求める予定

⑤⑤⑤⑤ 今後の検討スケジュール（案）今後の検討スケジュール（案）今後の検討スケジュール（案）今後の検討スケジュール（案）

○奈良県と京都大学との教育分野にかかる連携協定本年４月に県と京都大学の間で教育分野に関する連携協定を締結した。この最初の取り組みとして、京都大学と連携のもと、就学前教育について共同研究を実施予定
・就学前教育で検討すべきテーマ（案）ⅰ 海外等の文献・先進事例(英国等)の研究・就学前教育に関するエビデンスの収集・英国での就学前教育の取り組み視察 等ⅱ 脳科学の研究・脳や運動能力の発達に応じた教育の研究（発達障害の研究も含む）ⅲ 近代化以前の教育（寺子屋、藩校等）・しつけの研究ⅳ 奈良に相応しい就学前教育のあり方の研究（家庭におろす手法の研究も含む）※必要に応じて、アンケートの実施や幼稚園・保育所の実態調査も検討

④④④④ 京都大学連携事業（案）京都大学連携事業（案）京都大学連携事業（案）京都大学連携事業（案）

＜教育関係会議＞＜教育関係会議＞＜教育関係会議＞＜教育関係会議＞ ＜勉強会＞＜勉強会＞＜勉強会＞＜勉強会＞○１０月２０日 県・市町村長サミット○１０月下旬 就学前教育懇話会（予定）○１１月下旬 地域教育力サミット（予定） ○１０月末以降 ＰＴ勉強会を定期的に開催



６．大綱策定に向けた今後の検討スケジュール（案）

平成２３年度～平成２５年度 平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度
平成平成平成平成２７年度～２７年度～２７年度～２７年度～４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

第１部会第１部会第１部会第１部会 奈良教育奈良教育奈良教育奈良教育基本問題検討部基本問題検討部基本問題検討部基本問題検討部

会会会会奈良県らしい教育の理念を創り、実践の道筋を明らかにする。委員長：荒井知事委 員：前田副知事、吉田教育長松本 紘、北岡伸一、浮舟邦彦第２第２第２第２部会部会部会部会 地域地域地域地域協働による教育部会協働による教育部会協働による教育部会協働による教育部会県内全域で学校コミュニティ＝奈良モデルが着実に進んでいる。第３第３第３第３部会部会部会部会 地域地域地域地域の就労教育部会の就労教育部会の就労教育部会の就労教育部会地域で働ける就労教育､学校･企業･行政の連携産業界と教育界が共通した認識で人材育成第４第４第４第４部会部会部会部会 障害者障害者障害者障害者のののの就労就労就労就労････社会社会社会社会参加教育部会参加教育部会参加教育部会参加教育部会学校応援団を設立、インクルーシブ教育の推進第５第５第５第５部会部会部会部会 スポーツスポーツスポーツスポーツのののの学校･地域学校･地域学校･地域学校･地域連携部会連携部会連携部会連携部会モデル地域での連携実施 ・来年度、「地域教育力サミット」を廃止し、「総合教育会議」において奈良県教育を議論する。・なお、県内市町村、市町村教育長をメンバーに加えた「奈良県教育サミット」の随時開催を検討する。

各部会より検討結果の報告

庁内連絡会議庁内連絡会議庁内連絡会議庁内連絡会議

※※※※サミットを経て、サミットを経て、サミットを経て、サミットを経て、進捗した事業進捗した事業進捗した事業進捗した事業（一部）（一部）（一部）（一部）
� 学校地域パートナーシップ事業
� 高校生キャリア教育総合支援事業
� 「障害者はたらく応援団なら」事業
� 総合型スポーツクラブと学校の連携事業

H２７．４〜教育委員会制度見直し「総合教育会議」設置義務化
総
合
教
育
会
議

大大 大大
綱綱 綱綱

条例化

【テーマ】（案）

１，規範意識

２，学習意欲

３，学力向上

４，体力向上

・就学前教育

・生涯教育

・県立大学 等

地
域
教
育
力
サ
ミ
ッ
ト

地
域
教
育
力
サ
ミ
ッ
ト

各テーマ（案）について、統計データ等をもとに、庁内連絡会議等で協議し、基本問題検討部会の意見をもとに奈良県教育の基本的な方向性等を検討する。

６

県
市
町
村
長
サ
ミ
ッ
ト

就
学
前
教
育
懇
話
会 ・市町村サミットにおける教育に関する議論について・全国学力・学習状況調査の結果報告及び分析について・教育委員会制度の改正及び今後の総合教育会議の運営について・就学前教育について

奈
良
県
教
育
サ
ミ
ッ
ト


